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平成 30 年７月 12 日 
総務省行政管理局公共サービス改革推進室 

民間競争入札実施事業 

  「東京国際空港施設保全関係支援業務委託」の評価について（案） 

 競争の導入による公共サービスの改革に関する法律（平成 18年法律第 51号）第７条

第８項の規定に基づく標記事業の評価は以下のとおりである。 

記 

Ⅰ 事業の概要等 

事  項 内  容 

事業概要 空港土木施設を対象とした保全計画等業務及び調査設計等業務の

支援業務を行うもの 

実施期間 平成 29年４月１日～平成 31年３月 31日 

受託事業者 パシフィックコンサルタンツ株式会社 

契約金額（税

抜） 

124,000,000円（単年度当たり：62,000,000円） 

入札の状況 ２者応札（仕様書取得者＝４者／予定価内＝２者） 

事業の目的 空港土木施設の保全管理を適切に実施すること 

選定の経緯 競争性に課題があったことから、自主的選定され、平成 28 年に基

本方針に記載されたもの。現契約が１期目である。 

Ⅱ 評価 

１ 概要 

市場化テストを終了することが適当であると考えられる。 

２ 検討 

（１）評価方法について

国土交通省から提出された平成 29年４月から平成 30年３月までの実施状況につい

ての報告（別添）に基づき、サービスの質の確保、実施経費及びその前提としての競

争性等の観点から評価を行う。 

（２）対象公共サービスの実施内容に関する評価

  資 料４ 
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事  項 内  容 

確保されるべき

質の達成状況 

以下のとおり、適切に履行されている 

確保されるべき水準（一例） 評価 

空港 CALS 等の管理システムへ必

要なデータの入力を適正に実施す

ること。 

全ての評価項目において、各着目点

の求める事項を達成していた。 

業務上の過失等にかかる評価項目

においては、全て該当がなかった。 

空港基本図や空港施設台帳等（埋

設物管理図）の更新等作業を適正に

実施すること。 

全ての評価項目において、各着目

点の求める事項を達成していた。 

 業務上の過失等にかかる評価項目

においては、全て該当がなかった。 

発注業務にあたり参考となる資

料の収集及び工事の発注に必要と

なる現場条件等の調査・確認を適正

に実施すること。 

全ての評価項目において、各着目点

の求める事項を達成していた。 

 業務上の過失等にかかる評価項目

においては、全て該当がなかった。 

調査、設計及び工事の発注に必要

となる発注図面（CAD 図）や、数量

総括表（数量計算書）等の作成を適

正に実施すること。 

全ての評価項目において、各着目点の

求める事項を達成していた。 

 業務上の過失等にかかる評価項目

においては、全て該当がなかった。 

調査、設計及び工事の積算にあた

り、積算基準を基に材料単価等（見

積）が適切に選定され必要となる根

拠資料を適正に作成すること。 

全ての評価項目において、各着目点の

求める事項を達成していた。 

 業務上の過失等にかかる評価項目

においては、全て該当がなかった。 

民間事業者から

の改善提案 

（１） 実施方針に関する提案

・東京国際空港の特性及び空港土木施設の設計、維持管理等の専門的知識

と豊富な経験を有する有資格者を配置して、業務を円滑に遂行する。 

・不測の事態における臨機な対応として、組織的なバックアップ体制を構

築する。 

（２） 業務に関する技術提案

・空港の特殊性及び空港土木施設の設計、維持管理等の専門的知識に関す

る最新の情報等を担当技術者に教育するための教育計画を定め、継続教育

を実施する。 

・東京国際空港の特性、最新の現場状況を把握するため、必要に応じて、

現場調査を実施する。 
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（３）実施経費（税抜）

実施経費は、従前経費（市場化テスト前）と比較して、101％（年平均 3,120万円）増

加しているが、業務量（人・日換算）の増加に伴うものであり単純比較はできない。こ

のため業務量の増加分を除いて比較すると、ほぼ同額となった。 

従前経費 30,800,000 円 

（平成 28年４月から平成 29年３月までの１年分の経費） 

実施経費 62,000,000 円 

（平成 29年４月から平成 31年３月までの２年間分を単年換算） 

※ 従前の配置人数と同じ２名分の経費は、31,000,000円

増減額 31,200,000 円（増額） 

増減率 101％（増加） 

【分析】 

なお、実施経費については、国土交通省が毎年公表している技術者単価に基づき調整

して従前経費と比較すると、この単価は市場化テスト導入前後で日額 1,500 円（５％）

上昇していることから、この上昇率（５％）を控除して経費を算出すると、2,945 万円

となり、従前経費よりも 135万円（削減率４.３％）の減額となっている。 

（４）選定の際の課題に対応する改善

 競争性に課題が認められたところ、公告期間の延長（前回２２日間から３３日間へ）、

事業の複数年契約化、入札参加資格要件の拡大及び仕様書の表現の明確化等の取り組み

を実施した結果、２者応札するに至り改善が認められた。 

（５）評価のまとめ

業務の実施にあたり確保されるべき達成目標として設定された質については、平成 29

年度の評価期間において全て目標を達成していると評価できる。 

また、民間事業者の改善提案により、委託事業者の組織的なバックアップ体制の構築

や継続的な専門的知識の教育が実施されるなど、民間事業者のノウハウと創意工夫の発

揮が業務の質の向上に貢献したものと評価できる。 

実施経費についても、市場化テスト実施前との単純比較は難しいものの、上記（３）

の分析から一定の効果があったものと評価できる。 

（６）今後の方針

本事業の市場化テストは今期が１期目である。事業全体を通じての実施状況は以下の

とおりである。 

① 実施期間中に受託民間事業者への業務改善指示等の措置はなく、また法令違反
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行為等もなかった。 

② 国土交通省に設置している、外部有識者で構成された総合評価委員会において、

事業実施状況のチェックを受ける予定である。

③ 入札において、２者の応札であり、競争性が改善された。

④ 確保されるべき公共サービスの質において、全ての目標を達成していた。

⑤ 経費削減については、技術者単価上昇率を調整すると、市場化テスト実施前より

も実質的には削減することができた。

以上のことから、本事業については「市場化テスト終了プロセス及び新プロセス運用

に関する指針」（平成 26 年３月 19 日官民競争入札等監理委員会決定）Ⅱ．１．（１）

の基準を満たしており、今期をもって市場化テストを終了することが適当であると考え

られる。 

市場化テスト終了後の事業実施については「競争の導入による公共サービスの改革に

関する法律」の対象から外れることとなるものの、これまでの官民競争入札等監理委員

会における審議を通じて厳しくチェックされてきた公共サービスの質、実施期間、入札

参加資格、入札手続及び情報開示に関する事項等を踏まえた上で、国土交通省が自ら公

共サービスの質の維持向上及びコストの削減を図っていくことを求めたい。 
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平成３０年６月２９日 

国 土 交 通 省 

民 間 競 争 入 札 実 施 事 業 

「東京国際空港施設保全関係支援業務委託」の実施状況について 

１．事業の概要 

「東京国際空港施設保全関係支援業務委託」は、公共サービス改革基本方針（平成２８

年６月２８日閣議決定）において民間競争入札の対象の事業として選定され、競争の導

入による公共サービスの改革に関する法律（平成１８年法律第５１号。以下「公共サービ

ス改革法」という。）の規定に基づき、平成２９年４月から平成３１年３月までの２年間

の契約期間による民間競争入札（市場化テスト）を実施している。

本資料は、平成３０年度に委託業務が完了する本事業の実施状況について、報告する

ものである。 

（１）業務内容

本事業は、東京国際空港における空港土木施設を対象とした保全計画等業務及び設

計調査等業務に関する発注者支援業務を行うものである。

１）保全計画等支援業務

① 管理システムへのデータ入力

② 点検結果の整理

③ 施設管理図の更新

２）調査設計等支援業務

① 資料の収集及び現場条件等の確認整理

② 発注図書の作成

③ 積算に必要な根拠資料作成

④ 積算システムデータ等入力

（２）契約期間

平成２９年４月１日から平成３１年３月３１日までの２年間 

（３）受託事業者

パシフィックコンサルタンツ株式会社 

（４）実施状況の評価期間

平成２９年４月１日から平成３０年３月３１日までの１年間 

（５）受託事業者決定の経緯

国土交通省 東京国際空港施設保全関係支援業務委託 民間競争入札実施要項（以下

「実施要項」という。）に基づき、入札参加者（２者）から提出のあった競争参加資格

確認申請書について、外部有識者３名の委員で構成する国土交通省東京航空局総合評

価委員会（平成２９年１月１８日）において評価項目、配点等の審議・承認を得た上で、

価格と価格以外の要素を総合的に評価して落札者を決定する総合評価落札方式を用い

て平成２９年２月８日に開札を行い、パシフィックコンサルタンツ株式会社を受託事

業者に決定した。（入札結果は、国土交通省東京航空局のホームページにて公表）

別　添 
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２．確保されるべきサービスの質の達成状況及び評価 

（１）対象公共サービスの質と評価項目 

本事業の実施にあたり、実施要項で定めた確保されるべき対象公共サービスの質（達

成目標：７項目）及び達成状況を確認するための評価項目は、次のとおりである。 

確保されるべき対象公共サービスの質 

（達成目標：７項目） 
達成状況を確認するための評価項目 

（１）保全計画等支援業務 

１）管理システムへのデータ入力及び更

新等 

空港 CALS 等の管理システムへ必

要なデータの入力を適正に実施する

こと。 

２）点検結果の整理 

管理システム以外の管理資料の更

新等を適正に実施すること。 

３）施設管理図の更新 

空港基本図や空港施設台帳等（埋

設物管理図）の更新等作業を適正に

実施すること。 

 

（２）調査設計等支援業務 

１） 資料の収集及び現場条件等の確認整

理 

発注業務にあたり参考となる資料

の収集及び工事の発注に必要となる

現場条件等の調査・確認を適正に実

施すること。  

２）発注図書の作成 

調査、設計及び工事の発注に必要

となる発注図面（CAD 図）や、数量総

括表（数量計算書）等の作成を適正

に実施すること。 

３）積算に必要な根拠資料作成 

調査、設計及び工事の積算にあた

り、積算基準を基に材料単価等（見

積）が適切に選定され必要となる根

拠資料を適正に作成すること。 

４）積算システムデータ入力 

調査、設計及び工事に関する積算

システムデータ等を適正に入力する

こと。 

（１）業務の執行状況にかかる評価項目 

１）専門技術力 

① 目的と内容の理解（業務趣旨の理

解） 

② 的確な履行（法令・技術基準の知

識、業務内容についての判断） 

③ 業務目的の達成度（必要事項の記

載、的確な取りまとめ） 

２）管理技術力 

① 業務実施体制の的確性 

② 打ち合わせの理解度（打ち合わせ

事項の適切な記載と的確な業務へ

の反映） 

③ 指揮系統の迅速性、確実性 

３）取組姿勢 

責任感、積極性、倫理観 

 

（２）業務執行上の過失等にかかる評価項

目 

１）業務執行上の過失 

２）中立性、公平性に係る過失 

３）守秘性に係る過失 

４）事故等 

５）損害賠償 
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（２）対象公共サービスの質の達成状況 

本事業の実施状況の評価期間における確保されるべき対象公共サービスの質の達成

状況は、次のとおりである。 

 
 

上記のとおり、確保されるべき対象公共サービスの質（達成目標：７項目）は、設定

①目的と内容の理解
□ 調査職員の指示内容と業務の主旨を理解されていた。 対象項目

(７項目／７項目)
　（業務主旨の理解） □ 調査職員の指示内容が打合せ簿に遺漏なく記載されていた。 １００％

②的確な履行
□ 業務に必要な法律、技術基準、マニュアル、共通仕様書等を十分に理

解し、的確に履行されていた。

（法令・技術基準の知識、業務内
容についての判断）

□ 業務上必要となる図面及び技術資料に関する留意事項、専門的知識
等を有していた。

対象項目
(７項目／７項目)

□ 業務着手時点に、業務に必要な資料が整備されていた。 １００％

□ 業務遂行段階で、業務に必要な資料が収集されていた。

③業務目的の達成度 □ 調査職員からの指示事項が、漏れなく実施されていた。 対象項目
(７項目／７項目)

（必要事項の記載、的確な取りま
とめ）

□ 業務成果は、業務目的に照らし満足できる内容であった。 １００％

□ 業務上作成、提出すべき資料に漏れがなかった。

①業務実施体制の的確性 □ 業務上作成する資料が期限内に提出されていた。 対象項目
(７項目／７項目)

□ 提出された資料と指示内容に相違がなかった。 １００％

②打ち合わせの理解度 □ 打合せ記録が適切に整理され、遅滞なく作成されていた。 対象項目
(７項目／７項目)

（打ち合わせ事項の適切な記録
と的確な業務への反映）

□ 受注者内の意思疎通が正確で、指示や打合せ事項が的確に業務に
反映された。

１００％

③指揮系統の迅速性、確実性 □ 関係者間の情報伝達が遅滞なく、確実に交わされていた。 対象項目
(７項目／７項目)

　　
□ 情報伝達の誤認等による問題が発生しなかった。 １００％

　・責任感、積極性、倫理観
□ 管理技術者、担当技術者として、責任逃れの言動はなかった。 対象項目

(７項目／７項目)
□ 打合せにおいて確認・解決すべき事項について見逃しがなかった。 １００％

□ 業務遂行段階で不明な点が生じた場合に、問合せや確認が迅速にな
された。

・業務執行上の過失 □ 業務遂行上、指摘又は指導等を行ったが、改善されなかった。

□ 関係者から苦情が寄られるなど、問題が認められた。または、問題発
生時の情報連絡等、対応が適切に行われなかった。

□ 業務処理のミスにより大きな手戻りが生じた。

□ 業務実施体制に問題があった。

・中立性、公平性に係る過失 □ 中立性・公平性に関して、第三者から苦情があり、受注者に帰する過
失があった。

・守秘性に係る過失 □ 業務に関する情報漏洩があり、受注者の責任によるものと発注者が
判断した。

・事故等 □ 事故等が発生した

・損害賠償 □ 損害賠償を請求される事案が発生した。

該当なし
業
務
執
行
上
の
過
失
等
に
か
か
る
評
価
項
目

専
門
技
術
力

業
務
の
執
行
状
況
に
か
か
る
評
価
項
目

管
理
技
術
力

取
組
姿
勢

達 成 状 況区　分 評 価 項 目 評 価 の 着 目 点

該当なし

該当なし

該当なし

該当なし
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した評価項目の全てを満足していることが認められた。 

よって、本事業は、確保されるべき対象公共サービスの質を達成していると評価す

る。 

    なお、本事業の実施にあたり、民間事業者から提案のあった内容は次のとおりであ

り、これらの提案については、事業を円滑に進めるための有用な提案であると評価す

る。 

    １）実施方針に関する提案 

      ・東京国際空港の特性及び空港土木施設の設計、維持管理等の専門的知識と豊

富な経験を有する有資格者を配置して、業務を円滑に遂行する。 

      ・不測の事態における臨機な対応として、組織的なバックアップ体制を構築す

る（配置技術者の代替要員を確保する）。 

    ２）業務に関する技術提案 

      ・空港の特殊性及び空港土木施設の設計、維持管理等の専門的知識に関する最

新の情報等を担当技術者に教育するための教育計画を定め、継続教育を実施

する。 

         ・東京国際空港の特性、最新の現場状況を把握するため、必要に応じて、現場調

査を実施する。 

 

 

３．実施経費の分析 

（１）実施経費 

  １）市場化導入前（平成２８年４月１日から平成２９年３月３１日までの１年間） 

３０，８００千円（税抜き） 

２）市場化導入後（平成２９年４月１日から平成３１年３月３１日までの２年間） 

     １２４，０００千円（税抜き）   （年間実施経費：６２，０００千円） 

   【実施経費の増額理由】 

東京国際空港は、２０２０年の東京オリンピック・パラリンピック競技大会の開催

に向けて、首都圏空港としての機能強化、安全な航空機の運航を確保するために必要

な施設の老朽化対策等に取り組んでおり、平成２９年度から実施する本事業の業務

量が従来の２倍程度増加(人・日換算)し、本事業の担当技術者の配置人数を２名体制

から４名体制に増員して対応する必要が生じたことから、年間の実施経費が約２倍

に増加することとなった。 

 

（２）実施経費の分析 

本事業は、年間を通して東京国際空港に担当技術者を配置して実施する業務である

ため、配置する担当技術者の人数によって、実施経費が変動する。 

このため、市場化テストの導入に伴う実施経費の分析にあたっては、市場化テスト導

入前と導入後の業務量を同一条件とし、市場化テスト導入前の担当技術者の配置人数

２名に対する実施経費を対象として、経費の削減効果を分析する。 

市場化テスト導入後の実施経費は、２年間の総額１２４，０００千円（税抜き。以下

同じ。）、年間の実施経費６２，０００千円であり、これを市場化テスト前と同じ担当技

術者の配置人数（２名体制）とすると、実施経費相当額は３１，０００千円となる。 

一方、配置する担当技術者の技術者単価（基準日額）は、国土交通省が実態調査に基

づき、毎年公表している「設計業務委託等技術者単価」の技師Ｃの単価を適用している

が、近年人件費は上昇傾向にあり、本事業で適用する技師Ｃの技術者単価についても、
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市場化テスト導入前の適用単価２８，４００円に対し、市場化テスト導入後の適用単価

は２９，９００円となっており、日額単価で１，５００円（単価上昇率：５パーセント）

上昇している。 

実施経費の分析において、担当技術者の単価上昇分を考慮（控除）した経費を算出す

ると、市場化テスト導入後の実施経費相当額３１，０００千円に単価上昇率５パーセン

トを減じた額２９，４５０千円を、市場化テスト導入前の実施経費３０，８００千円か

ら差し引いた額１，３５０千円が、実施経費の削減額（経費削減率：約４パーセント）

となる。 

よって、本事業は、市場化テストの導入により経費の削減効果があったと評価する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

４．競争性の確保 

（１）競争性（応札者数）の確保 

本業務の応札者数は、下表のとおりであり、市場化テスト導入前は１者応札が続いて

いたが、市場化テスト導入後は、応札者が２者となり、市場化テストの導入によって入

札における競争性が改善された。 

よって、本事業は、入札における競争性が確保されたと評価する。 

 

 

 

 

 

 

 

なお、本事業の競争入札の方式は、価格と価格以外の要素（技術評価）を総合的に評

価する総合評価落札方式を適用しており、市場化テストの導入前と導入後の総合評価

の評価値を比較したところ、市場化導入後の総合評価の評価値「53.0 点」は、導入前

の評価値「50.2点（３年平均）」に比べ「2.8点」上昇し、市場化テストの導入によっ

て、本事業の総合的な価値が上昇していることが認められた。 

 

 

 

 

 

 

 

 
技術者単価 

（基準日額） 

実施経費（税抜き） 

契約額 
年間相当額 

技術者数同一 単価上昇分控除 

市場化テスト導入前 28,400 円 30,800 千円 30,800 千円 30,800 千円 

市場化テスト導入後 29,900 円 124,000 千円 31,000 千円 29,450 千円 

 単価上昇額 1,500 円  経費削減額 1,350 千円 

 単価上昇率 5.0 ％  経費削減率 4.3 ％ 

 市場化テスト導入前 市場化テスト導入後 

年 度 平成 26年度 平成 27年度 平成 28年度 平成 29-30年度 

応札者 
１ １ １ 

２ 
１ 

 市場化テスト導入前 市場化テスト導入後 

年 度 平成 26年度 平成 27年度 平成 28年度 平成 29-30年度 

評価値 
52.8266 49.7762 48.0847 

53.0760 
50.2292 
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５．総括 

（１）全体評価 

本事業の実施状況について、全体を総括すると、確保されるべき対象公共サービス

の質の達成状況については、上記２．（２）に示すとおり、受託民間事業者は、業務

執行上の過失や法令違反に該当することなく業務を実施して評価項目の全てを満足さ

せ、確保されるべき対象公共サービスの質を達成していることが認められた。 

また、実施経費の削減効果については、上記３．（２）に示すとおり、市場化テス

ト導入後の業務量が増加したことから、従来経費との単純比較ができないものの、市

場化テスト導入後の業務量を導入前の業務量と同一として、技術者単価の単価上昇分

を考慮して分析したところ、年間の実施経費相当額で約４パーセントの経費の削減効

果が認められた。さらに、入札における競争性の確保については、上記４．（１）に

示すとおり、市場化テストの導入によって、複数者による応札が行われ、競争性が確

保された。 

以上のとおり、本事業は、確保されるべき対象公共サービスの質及び入札における

競争性が確保され、さらに、経費の削減効果も認められたことから、市場化テストの

導入による効果があったものと評価する。 

 

 

      

（２）今後の事業 

本事業の実施状況については、概ね良好な結果が得られており、「市場化テスト終

了プロセス及び新プロセス運用に関する指針」に定められた「市場化テスト終了基

準」を満たしているものと思料される。 

このため、今後の事業の実施にあたっては、市場化テストを終了して、国土交通

省の責任下で実施することとしたい。 

なお、今後の事業については、市場化テストを終了した場合であっても、これま

で官民競争入札等監理委員会において審議された公共サービスの質、契約期間、入

札参加資格、入札手続及び情報開示に関する取り組みを継承して実施するものと

し、公共サービス改革法の趣旨を踏まえた公共サービスの質の向上、コストの削減

等に努め、外部有識者を構成委員とする東京航空局総合評価委員会による審議を受

ける仕組みを継続して実施することとしたい。 

  

以 上   

 

 

 


